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介護予防・日常生活支援総合事業市外用（茨木市以外） 

変更・廃止・加算届提出書類一覧（通所介護相当サービス）  

■届出について 【郵送受付】 

・届出の期限は変更日から１０日以内となっています。  

（変更日より１ヶ月経過して提出する場合は遅延理由書の提出もお願いします。） 

■提出書類及び届出方法（以下のとおり）  

 ※返信用の定型封筒に必要分の切手を貼って返送先住所宛名を明記し同封してください。  

・内容によっては必要となる書類が変わることがあります。  

（注意） 変更届連絡票を必ずつけて提出して下さい。（書類の問合せや事務処理に必要） 

 

◆サービス情報の変更 提出書類一覧 

サービス情報の変更届については、事業所単位での届出となります。例えば同一所在地に同一法人

の運営する複数の指定事業所がありそれぞれ移転するような変更が生じた場合、それぞれの事業所

から届出書・添付書類の提出が必要となります。 

変更する事項 提出書類 留意点 

事業所の名称 

事業所の所在地（移転） 

専用区画などの変更 

 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

・指定に係る記載事項（付表Ｔ２） 

・運営規程（参考資料５－６Ｓ） 

・老人福祉法上変更届出書 （ア）又は（イ） 

ア 
【単独で設置の場合】 

老人デイサービスセンター等変更届出書（様式第２０号） 

イ 
【老人福祉ｾﾝﾀｰ等の用途に利用されている施設を利用する場合】 

老人居宅生活支援事業変更届出書（様式第１７号） 

 

＊移転・専用区画の場合のみ 

・指定権者へ提出し受領印が押された変更届出書（写し） 

 

＊平面図・写真・案

内図など、本来提出

を求めるものを、事

業所所在地の市町村

指定権者にて確認受

理されている変更届

（写し）をもって、

省略します。 

管理者の変更 

又は住所変更等 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

・指定に係る記載事項（付表Ｔ２） 

・誓約書（参考様式９－５） 

・老人福祉法上変更届出書 ア又はイ 

ア 
【単独で設置の場合】 

老人デイサービスセンター等変更届出書（様式第２０号） 

イ 
【老人福祉ｾﾝﾀｰ等の用途に利用されている施設を利用する場合】 

老人居宅生活支援事業変更届出書（様式第１７号） 

 

■兼務している場合のみ 

・資格を証する書類（写し） 

・組織体制図（参考資料１）（兼務がわかるように作成） 
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◆サービス情報の変更 提出書類一覧続き 

変更する事項 提出書類 留意点 

管理者の変更 

又は住所変更等 

※婚姻等による氏名変更、又は引越し・住居表示の変更等による住所

変更のみの場合 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

・指定に係る記載事項（付表Ｔ２） 

・老人福祉法上変更届出書 ア又はイ  

＊氏名変更の場合のみ 

ア 
【単独で設置の場合】 

老人デイサービスセンター等変更届出書（様式第２０号） 

イ 
【老人福祉ｾﾝﾀｰ等の用途に利用されている施設を利用する場合】 

老人居宅生活支援事業変更届出書（様式第１７号） 
 

 

運営規程 

 

① 定員、サービス提供時間、営業日、営業時間、単位の変更 

② 従業者数の変更 

従業者数の変更があった場合でもその度の提出は不要。管理者の変更 

又は①に合わせて届出てください。但し、指定基準を満たさなくなる 

場合は、この限りではありません。 

 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

・指定に係る記載事項（付表Ｔ２） 

・老人福祉法上変更届出書 （ア）又は（イ） 

＊定員・従業者数の変更の場合のみ 

ア 
【単独で設置の場合】 

老人デイサービスセンター等変更届出書（様式第２０号） 

イ 
【老人福祉ｾﾝﾀｰ等の用途に利用されている施設を利用する場合】 

老人居宅生活支援事業変更届出書（様式第１７号） 

 

※  茨木市利用者への運営規程を作成する場合は、参考資料５－６Ｓ「通所

介護相当サービス」を参照してください。変更内容によっては、上記以

外の書類の提出を求める場合があります。 

 

運営規程の提出は 

不要ですが、事業所に

て変更しておいてくだ

さい。 
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◆法人情報の変更 提出書類一覧 
法人情報の変更届については、法人単位での届出となります。 

同一法人の下に茨木市の指定を受けている複数の事業所がある場合、一事業所からの届出を以って他の

全ての事業所からの届出とみなします(事業所一覧の添付必須)。また、他の市町村にも指定事業所があ

る場合は、その事業所分は当該市町村を所管する行政庁に別途届出が必要です。 

変更する事項 提出書類 留意点 

法人の名称 

法人の所在地 

 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

※ 法人の電話・ＦＡＸ番号が変更になる場合は、記載してください。 

・履歴事項全部証明書（原本のみ）※1 

・事業所一覧(参考様式１１)  ※2 

・老人居宅生活支援事業変更届出書（様式第１７号） 

  （老人福祉センター等の用途に利用されてる施設を利用する場合） 

 

 

 

 

※1 

現在事項証明書は 

不可。 

 

 

 

※2 

茨木市の指定を受

けている複数の介

護事業所がある場

合は提出くださ

い。 

法人代表者の 

氏名、生年月日

及び住所 

・市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

・変更届出書（様式第４号） 

（変更後）欄に以下の項目を記入してください。 

 1. 法人代表者の氏名とふりがな 

 2. 生年月日 

 3. 郵便番号・住所 

 4. 連絡先：電話番号・ＦＡＸ番号（ある場合のみ） 

・履歴事項全部証明書（原本のみ）※1 

・誓約書（参考様式９－５） 

 ※代表者の住所変更があった場合は、誓約書の添付は必要ありません。 

・事業所一覧(参考様式１１)  ※2 
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◆廃止届出について 
 

茨木市の利用者がいない場合、今後茨木市の利用者の見込がない場合は、廃止届を提出してください。 

 

廃止届の提出期限・・・廃止予定日の１ヶ月前 

届出内容 必要書類等 

廃止届 ① 市外用変更届出連絡票、定型封筒(切手必要分貼付) 

② 廃止（休止・再開）届出書（様式第５号） 

③ 指定書（原本） 

④ 指定書を提出できない理由書 （任意様式） 

（③の指定書（原本）を紛失した等、提出できない場合のみ必要 ） 

 

⑤ 利用者に対する措置状況（任意様式） 

（注意）利用者の個人情報（氏名）は記載不要です。 

廃止（休止・再開）届出書（（様式第５号）の「現にサービス又は 

支援を受けていた者に対する措置」欄に記載できる場合は添付不要 

 

⑥ 老人福祉法上廃止届 （ウ）又は（エ） 

 

 

 

 

ウ 
【単独で設置の場合】 

老人デイサービスセンター等廃止等届出書（様式第２１号） 

エ 
【老人福祉ｾﾝﾀｰ等の用途に利用されている施設を利用する場合】 

老人居宅生活支援事業廃止等届出書（様式第１８号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③

③

③

③

③

③

④

③

④

③

③

④

⑥

③

④

⑥

③

④

⑥

③

③

③

資格者証（写し)

介護職員等処遇改善加算等 処遇改善（計画書／実績報告書）

④

⑤

⑥

⑤

⑤

⑤

④

④

介護給付費算定に係る体制等に関する届出の提出書類一覧

（通所介護相当サービス）

※この要件は令和６年４月１日現在のものです。

今後、厚生労働省からの通知があった場合は、要件の内容について見直す場合がありますので、予めご了承ください。

①変更届連絡票

②介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

区　　分 必　要　書　類

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式1-3）

（算定日から４週間分・全従業者分）

（通所介護又は地域密着型通所介護と一体型で作成可。）

高齢者虐待防止措置実施の有無 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

業務継続計画策定の有無 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

外部との連携により管理栄養士を配置する場合は、外部と連携していることが分か

る契約書等（協定を含む）の写し

若年性認知症利用者受入加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

生活機能向上グループ活動加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

管理栄養士の資格者証（写し）

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式1-3）

（算定日から４週間分・全従業者分）

（通所介護又は地域密着型通所介護と一体型で作成可。）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙14-7）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

口腔機能向上加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

一体的サービス複数実施加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙14-7）

従業者常勤換算一覧表（介護福祉士一定割合以上雇用）（換算表④）又は従業者常

勤換算一覧表（勤続10年以上介護福祉士一定割合以上雇用）（換算表⑤）

（任意様式も可）

誓約書①加算用

従業者常勤換算一覧表（介護福祉士一定割合以上雇用）（換算表④）

（任意様式も可）

誓約書①加算用

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙14-7）

従業者常勤換算一覧表（介護福祉士一定割合以上雇用）（換算表④）又は従業者常

勤換算一覧表（勤続年数○年以上職員一定割合以上雇用）（換算表③）

（任意様式も可）

誓約書①加算用

生活機能向上連携加算（Ⅰ）（Ⅱ） 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

介護職員等処遇改善加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業所、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを実施している医療提

供施設と連携していることが分かる契約書等（協定書を含む）の写し

科学的介護推進体制加算 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

１　提出書類一覧 ■変更届連絡票を必ず必要書類と一緒に提出をしてください。

職員の欠員による減算の状況 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

栄養アセスメント・栄養改善体制 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

継続して加算を算定する場合は毎年計画書の提出が必要です。

計画書の提出がない場合、その年度の処遇改善関係の加算は算定できません。
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介護給付費算定に係る体制等に関する届出の提出書類一覧

（通所介護相当サービス）

※この要件は令和６年４月１日現在のものです。

今後、厚生労働省からの通知があった場合は、要件の内容について見直す場合がありますので、予めご了承ください。

①変更届連絡票

②介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

１　提出書類一覧 ■変更届連絡票を必ず必要書類と一緒に提出をしてください。

③

③

④

割　　引 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

介護予防・日常生活支援総合事業者による事業費の割引に係る割引率の設定につい

て（別紙51）

ＬＩＦＥへの登録　 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（参考様式8-A6）

※原則として、「なし」又は「対応不可」に変更する場合は、

①変更届連絡票、定型封筒(切手必要分貼付)

②介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

③介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（各サービスに対応したもの）のみ提出してください。

【提出方法：郵送】

【提出先】〒567-8505

福祉指導監査課 指導監査係

（連絡先）

電 話 ０７２－６２０－１８０９

ＦＡＸ ０７２－６２３－１８７６

E-mail shidokansa@city.ibaraki.lg.jp
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